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長期変化傾向 

 地球温暖化とは、人間の活動によって放出される CO2（二酸化炭素）、CH4（メタン）などの温室

効果ガスが大気中に増加し、地球の気温が上昇し続ける現象です。 

 本市の気温も、1970年代の年平均 15℃程度から、近年は１８℃にまで上昇しています。 

地球温暖化のメカニズム 

出典：環境省 

 このまま地球温暖化が進行すると、日本の夏の日平

均気温が 2071～2１００年の平均で 4℃以上上昇す

るとの予測もあり、大雨による災害発生や水不足、健

康被害の増大など、私たちの生活環境に様々なリスク

が増大することが懸念されています。 

 2015 年、「京都議定書」に代わる新たな国際的な合意として採択された「パリ協定」を踏まえ、国

は、温室効果ガス排出量を 2030 年度までに 26%削減（2013 年度比）する目標を設定しまし

た。その後、2021 年に地球温暖化対策計画が閣議決定され、2030 年度までに 46%削減

（2013年度比）を目指し、さらに 50%の高みに向けて挑戦を続けることを表明しました。 

降雨発生回数推移表  出典：気象庁ホームページ 

千葉市の年平均気温の推移（千葉測候所） 

出典：気象庁ホームページ「各種データ・資料」

(https://www.data.jma.go.jp/stats/etrn/index.php)より作成 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

地球温暖化の要因と影響 

地球温暖化対策に係る国内外の動向 
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全国の下水道からの温室効果ガス排出量 

出典：国土交通省 

千葉市域における温室効果ガス排出量の内訳

(2019年度) 

千葉市役所における温室効果ガス排出量の内訳 

（2021 年度） 

 下水道事業では大量の温室効果ガスを排出しています。全国の下水

処理場等からの温室効果ガス排出量は年間約 516 万 t-CO2で、これ

は一般家庭約 200万世帯分の排出量に相当する規模です。 

 千葉市域における年間の温室効果ガス排出量は 1,3４６万ｔ-CO2

（2019年度）で、そのうち下水道事業からの排出量は約2.9万ｔ-CO2

（2021 年度）と、全体の 0.2%程度です。しかし、千葉市役所における

排出量に占める割合は約14%と、廃棄物処理施設に次いで２番目に多

い排出量となっており、排出削減に取組む必要があります。 

 本計画では、２０２４年度から２０３０年度までの７年間を計画期間と

し、国の地球温暖化対策の施策や脱炭素技術の向上を踏まえ、新たな

削減目標を設定するとともに、温室効果ガス削減対策について体系的

に整理することにより、目標達成を目指します。 

 本市では、2023年 3月に「千葉市地球温暖化対策実行計画」を策定し、2030年度までに千葉

市域での業務、家庭、運輸部門の 3 部門合計で温室効果ガス排出量 48%削減（2013 年度比）を

目指すとともに、さらなる高みとして 50%の削減を目指しています。また、千葉市役所における温

室効果ガス排出量 50%以上の削減（同）を目指しています。（前計画での 2030 年度における削

減目標：千葉市域約 13%、千葉市役所約 22%） 

世界

日本

千葉市

下水道

2013 20202015 2025 2030

パリ協定 COP26

地球温暖化対策計画

2030年度に26%削減 2030年度に46%削減
基

準

年
千葉市地球温暖化対策実行計画千葉市気候危機

行動宣言

2030年度に市役所50%削減

2024年度に19%削減

前計画

2050年カーボンニュートラルを目指す

下水道における地球温暖化防止推進計画

2002     

2030年度に市役所22%削減

脱炭素社会へ向けた国内外の動向 

運輸部門

1627
12%家庭部門

1134
8%

業務部門

1680
13%

産業部門

8106
60%

その他等

915
7%

廃棄物処理施設

108
52%

下水道施設

29
14%

公共施設

68
33%

公用車等

2
1%

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

計画策定の背景と目的 

電力(処理場), 

58.9%電力(ポンプ場),

5.7%

燃料,4.7%

水処理(N2O/CH4), 

13.6%

汚泥処理

(N2O), 16.9%

その他, 0.3%

約516万t-CO2

（2020年度）

全体 13,461（千 t-CO2） 全体 207（千 t-CO2） 
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 下水道事業から排出する温室効果ガスは、主に、施設の運転における電気、燃料（石油、ガス）等

のエネルギー消費によるCO２（二酸化炭素）、水処理において発生するCH4（メタン）、N2O（一酸

化二窒素）、汚泥焼却によって発生する CH4、N2O など、様々な下水道施設や処理プロセスから

排出されます。 

 温室効果ガスの種類によって地球温暖化への影響度は異なり、CO２を 1とすると CH4は 2８、

N2O は 2６５となります。このため、N2O の排出量を 1t 削減した場合は 2６５t の CO２削減と

同等とし、2６５t-CO2として集計しています。 

※２０２３年９月の温対法改正による係数を採用しています。 

 下水道施設のうち最も排出量が多いのは南部浄化センターで、全体の７８％を占めます。 

 排出要因では、施設の運転等に必要な電力使用が６５％を占めており、ガス種別においても電

力使用由来が大半を占めるCO2排出量が６７％と最も多く、汚泥焼却、水処理から発生するCH4

が６％、N2Oが２７％となっています。 

 
 エネルギー消費による 

 

 
 処理プロセスによる 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

温室効果ガス排出量の推移・内訳 

 
 

 

 

 

要因別                         ガス種別 

温室効果ガス排出量の内訳（2022年度） 

下水道事業から発生する温室効果ガスの要因と内訳 

汚水

ポンプ場 沈砂池

水処理

汚泥処理

最初沈殿池 反応タンク設備 最終沈殿池 消毒設備
返送汚泥

余剰汚泥

濃縮汚泥 消化汚泥 脱水   

汚泥濃縮設備 汚泥焼却設備

ＣＯ２ ＣＯ２

ＣＯ２ ＣＯ２ ＣＯ２

ＣＯ２
ＣＯ２ＣＯ２ＣＯ２

N２Ｏ N２Ｏ
ＣH4

N２Ｏ ＣH4

汚泥消化タンク設備 汚泥脱水設備

ＣＯ２ ＣH4

地球温暖化 
への影響度 

推移（施設別） 

 

sisetubetu  

 

施設別内訳（2022年度） 
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2,479 
9%
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20,857 
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3,449 
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電力使用

17,347 
65%
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汚泥焼却

6,247 
23%

CO2
17,943 

67%

CH4
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6%

N2O
7,169 
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◆汚泥固形燃料化施設の導入（4.2千 t-CO2/年、13%削減） 
汚泥焼却炉２基を、燃料化施設に更新し、焼却に伴う温室効果ガス排出量を削減 

◆省エネ機器の導入（1.2千 t-CO2/年、4%削減） 
水処理設備、汚泥処理設備等の更新に合わせて省エネ機器を導入 

◆太陽光発電設備（メガソーラー）の導入（1.3千 t-CO2/年、4%削減） 
処理場内に太陽光発電設備を設置し、再生可能エネルギーの利用を拡大 

◆汚泥処理設備更新によるガス収支の改善（0.5千 t-CO2/年、2%削減） 
汚泥脱水機の更新により消化タンクへの投入汚泥量を増加させ、消化ガス発生量及び消化ガス 
発電量を増加 

◆電力の排出係数の改善（0.5千 t-CO2/年、2%削減） 
電力の排出係数が 2030年度に 0.370kg-CO2/kWh※まで低減することによる削減効果 
                ※政府の長期エネルギー需給見通しに基づく電気事業連合会目標値 

◆脱炭素先行地域の取組み（10.3千 t-CO2/年、31%削減） 
清掃工場で発電したCO2排出実質ゼロの電力の自己託送、再エネメニューの活用により、電力
消費に伴う CO2排出実質ゼロを達成 

 本市では、消化ガス発電や次世代型焼却炉の導入等

温室効果ガス排出量の削減に継続的に取り組んできた

結果、2022年度における削減量は2013年度比で約

18％に達しています。 

 本計画では、さらなる削減対策として、汚泥固形燃料

化施設や省エネ機器の導入などを実施し、下水道事業

として約 2３％の削減効果を見込みます。 

 また、市全体として実施する脱炭素先行地域の取組み

効果と電力の排出係数の改善も含め、2030（令和１２）

年度において 2013（平成２５）年度比で 70%削減す

ることを目標とします。 

32.8 

26.8 

8.8 
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H25

（基準年度）

2022年度

R4

（実績）
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R12

（目標年度）

温室効果ガス排出量削減目標

（2013年度比）

24千t
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温室効果ガス排出量の削減目標 

下水道事業 

の対策 

社会全体 

の対策 

市全体 

の対策 

30

25

20

15

10

5

2013
H25

基準年度

2030
R12

目標年度

32.8

8.8

2022
R4
実績

電力の排出係数
の改善 -0.5

汚泥固形燃料化施設
の導入 -4.2

省エネ機器の導入
-1.2

太陽光発電設備
の導入 -1.3

脱炭素先行地域
の取組み -10.3

2013年度比

24千t 削減

千t-CO2/年

CO2排出量
約8.8千世帯分

電気使用量
一般家庭
約1.3万世帯分

汚泥焼却炉(過給式流動炉)
-2.2

消化ガス発電等 -1.7

省エネ機器の導入 -0.8

高度処理化の推進 -0.5

その他 -0.8

ガス収支の改善
-0.5

処理場のN2O,CH4
5.0

(浄化センターのCO2)

26.8

ポンプ場のCO2
2.8
燃料等の消費によるCO2
1.0

70％削減
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 老朽化の進んだ南部浄化センター

汚泥焼却炉２基を、汚泥固形燃料化

施設に更新し、これまで焼却してい

た汚泥を原料に燃料化物を製造しま

す。これにより、焼却で発生していた

温室効果ガスの排出量を削減しま

す。 

汚泥固形燃料化施設 イメージ図 

 製造する燃料化物は、下水道施設以外の火力発電所等において石炭の代替燃料として利用さ

れることにより、利用先での温室効果ガス排出量の削減※に寄与します。 
※外部における温室効果ガス排出量削減効果は下水道事業としての削減量には含みません 

 

（例） 水処理反応タンクにおける微細気泡散気装置の導入による消費電力削減 

 施設の改築にあたっては、適用可能な新技術の導入を検討し、省エネ機器の導入を推進します。 

 本計画期間では、水処理反応タンクにおける撹拌機、散気装置や汚泥処理における濃縮機等の

更新にあたり、省エネ機器を導入して、電力消費由来の温室効果ガス排出量を削減します。 

 この中には B-DASH 技術の一つである効率的な硝化運転制御があり、南部浄化センターＢ系

水処理設備に順次導入することにより、2030年度に 36t-CO2/年の削減を見込んでいます。 

 気泡の小さな散気装置に 

更新することにより 

酸素が溶けやすくなり 

送風量を削減し、 

使用する電力を削減できる 

B-DASHプロジェクトとは 
 

 国土交通省が平成 23年度 

より実施している下水道革新的

技術実証事業で、令和４年度 

までに 54 技術が採択され、

38のガイドラインが公表 

されています。 

汚泥固形燃料化の概要 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

燃料化物燃料化炉

消化ガスを
有効利用

外部利用※

焼却量減少

(セメント原料
等に有効利用)

汚泥固形燃料化施設の導入（4.２千 t-CO2/年、1３%削減） 

主な温室効果ガス削減対策 

省エネ機器の導入（1.2千 t-CO2/年、4%削減） 

省エネ化 
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 本市は 2022 年 11月に環境省の「脱炭素先行地域」に選定されており、2030 年度までに南

部浄化センターと中央浄化センターを含む全市有施設について、電力消費に伴う CO2 排出量実

質ゼロを目指します。 

 これは、処理場内の将来建設予定地等への太陽光発電設備の設置に加えて、清掃工場で廃棄物

焼却時に生じる CO2 排出実質ゼロの電力の市有施設への供給（自己託送）と、CO2 排出ゼロ電

力メニュー（再エネメニュー）への電力契約の切り替えを行うことにより達成します。 

（参考）2030年度における自己託送＋再エネメニューの電力量 

     29,200,000kWh/年（南部浄化センター） 

      3,300,000kWh/年（中央浄化センター） 

 

PPA方式とは 
 

 市の敷地や建物の屋根などに事業者負担

で太陽光発電設備を設置、所有、維持管理

をし、発電した電気を市が購入して使用す

る方式です。 

 主に南部浄化センターの将来建設予定地、屋根等を対象

に太陽光発電設備を設置し、再生可能エネルギーの創出に

取組みます。 

 発電した電気を場内設備の運転等に利用することにより

再生可能エネルギーの利用を拡大し、温室効果ガス排出量

を削減します。 

 なお、導入にあたっては、PPA 方式を活用することで初

期投資を抑制します。 

 

出力 約 1,793kW 

（一般家庭約 700世帯分） 

 

 電力の排出係数とは、電力 1kWh あたりの CO2排出量を示す値で、東日本大震災後に火力発

電の割合が増加したことで、2013 年度に 0.522kg-CO2/kWh（東京電力）まで増大し、その

後は低下傾向にあります。今後、排出係数が 2030年度にかけて0.370kg-CO2/kWhまで低

減する見通し※となっていることから、電力の排出係数の改善による温室効果ガス排出量削減効

果を想定しています。 

※政府の長期エネルギー需給見通しに基づく電気事業連合会目標値 

 

 

, 

。 

電力の排出係数の推移（東京電力） 

脱炭素先行地域の取組みによる浄化センターの電力消費に伴う CO2排出量実質ゼロ化 

自己託送とは 
 

 市の施設（清掃工場）で発電した電力を一般

送配電事業者の送配電ネットワークを介して市

の施設に供給することです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

太陽光発電設備（メガソーラー）の導入（1.3千 t-CO2/年、4%削減） 

太陽光発電設備 

清掃工場 

自己託送 再エネメニュー活用 

電力の排出係数の改善（0.5千 t-CO2/年、2%削減） 

市全体の脱炭素先行地域の取組み（10.3千 t-CO2/年、31%削減） 

本項の効果について 
 

 本市では前項の取組みにより、

2030 年度までに消費電力の大

半を占める南部、中央浄化センタ

ーでの電力消費に伴う CO2排出

実質ゼロを目指します。 

 そのため、ここで対象となる電

力はポンプ場分 （ 全体の約

20%)のみとなることから、本項

の効果が小さくなります。 
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南部浄化センターにおける現状のエネルギー回収状況 

 「地域エネルギー拠点化」による 2050 年カーボンニュートラルの達成に向けては、B-DASH

技術の導入のほか、現在開発中の新技術の導入を進めることで、創エネ、省エネ、資源化に取り組

んでいきます。 

 浄化センターでは、水処理、汚泥処理に電力、燃料等の多くのエネルギーを使用している一方、

浄化センターへ流入する汚水は大きなエネルギーポテンシャルを有しております。 

 現状においては、南部浄化センターに流入する汚水が有しているエネルギーを１００とすると、

消化ガス化して回収できているエネルギーが約１９％で、それに加えて電力、燃料等のエネルギー

を２２％相当投入することで、水処理、汚泥処理を行っています。 

 ２０５０年カーボンニュートラルの達成に向けては、この回収エネルギーを増加させ、投入エネル

ギーを減少させることで、エネルギーの自立化を達成し、さらに他拠点へエネルギーを供給する

「地域エネルギー拠点化」を図る必要があります。 

 

地域エネルギー拠点化のイメージ 

汚水

汚泥処理

前処理 放流

消化ガス利用拡大
超高温炭化による

生成物の高付加価値化

アナモックスによる
水処理負荷軽減

地域バイオマスの受入
によるガス発生量増加

高効率固液分離による
有機物の回収

ICTによる
効率的な運転制御

超低落差水力発電

ペロブスカイト
太陽電池

NaS電池

汚泥可溶化
高温 高濃度消化

脱水汚泥の
低含水率化 低動力化

B-DASH

B-DASH

B-DASH

B-DASH
B-DASH

下水道革新的技術実証事業技術
（B-DASHプロジェクト）
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2050年 カーボンニュートラルに向けて 

最初沈殿池 反応タンク設備 最終沈殿池

汚泥消化タンク設備 汚泥焼却設備

放流

焼却灰

汚水

流入エネルギー
１００

消化ガス化による
回収エネルギー

１９

投入エネルギー
２２

汚泥

６０ ３０

大気へ放出
３０

１０

４０

６０

２０

投入

カーボンニュートラルとは 
 

 温室効果ガスの「排出量」か

ら植林、森林管理などによる

「吸収量」差し引いて、合計を

実質ゼロにすることを意味し

ています。 

千葉市 建設局 下水道企画部 下水道経営課 
〒260-8722 千葉市中央区千葉港１番１号 TEL：043-245-5419 FAX：043-245-5563 

keiei.COP@city.chiba.lg.jp 

https://www.city.chiba.jp/kensetsu/gesuidokikaku/keiei/index.html 

 

＋CO2 水処理等による 
CO2排出 

－CO2 
植林等による 
CO2吸収 

均 
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